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（技術名）自発摂餌式自動給餌によるヤイトハタ 0歳魚の給餌量削減効果

（要約）

給餌手法の違いが飼料コストと養殖特性値に与える影響について検討するため、日齢 159
～ 355のヤイトハタを用いた飼育試験を行った結果、自発給餌式自動給餌機の使用によって
養殖生産物としての製品重量に悪影響を与えずに飼料効率を改善可能なこと、手撒き飽食給

餌を毎日行った場合に比べ、給餌量を約 30%削減可能であることが示された。
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［背景・ねらい］

魚類の学習行動を応用した給餌手法のひとつである自発摂餌式自動給餌を用いることによ

り、飼育対象種の摂餌特性に応じた適正な給餌環境を整えることができる。飼育対象種の摂餌

要求に対応した過不足のない自動給餌システムの実現は、魚へ与える飼育管理ストレスの低減

や省力化だけでなく、飼料効率の改善による飼料コスト削減にも有効な技術と考えられるが、

ヤイトハタを対象として自発給餌と他の給餌手法を比較した研究は、これまで実施されていな

い。そこで、日齢 159～ 355のヤイトハタを用いて、異なる給餌手法に設定した飼育試験を行
い、各試験区の成長と生残および飼料効率等を比較することで、給餌手法の違いが飼料コスト

と養殖特性値に与える影響について検討した。

［成果の内容・特徴］

1. 屋内に設置した丸型 FRP水槽（容量 1kL）8面に、平均全長 155mm（体重 68g）の種苗 100
尾をそれぞれ収容し、給餌方法別（自動タイマー・自動自発・手撒き間欠・手撒き毎日；

各 2面設置）の養殖試験を 201日間にわたって実施した。
2. 試験終了時の平均体重は、手撒き毎日区＞自動タイマー区＞手撒き間欠区＞自動自発区の

順だったものの（図 1；Tukey HSD検定・p<0.05）、鰓と内臓を除去した製品としての重
量に差は認められなかった（図 1；ANCOVA・p>0.05）。

3. 飼料転換効率は、自動自発区が最も高く（90.4%）、次いで手撒き間欠区（76.4%）、自動
タイマー区（68.1%）、手撒き毎日区（66.8%）の順に低下した（表 1）。

4. 試験終了時における収容魚体重 1kg あたりの総給餌量を求め、手撒き毎日区を 100%とし
た相対使用率を求めた結果、自動自発区は 72%，手撒き間欠区は 92%、自動タイマー区
は 99%であった（表 2）。

5. 以上の結果から、自発給餌式自動給餌機を用いることで、製品重量に影響を与えることな

く、飼料効率を改善可能なこと、手撒き飽食を毎日行った場合に比べ給餌量を約 30%削
減可能であることが示された。

［成果の活用面・留意点］

1. 飼料効率に関する情報は、自発摂餌式自動給餌システムの実用化によるコスト削減効果を

検討する際の基礎的知見として活用できる。



2. 本研究における自発摂餌式自動給餌機の報酬量（給餌機 1 回起動あたりの給餌量）は、
収容魚体重 1kg あたり 0.4g に設定したこと、養魚の成長に応じて報酬量を適宜調整し直
したことに留意すること。

［具体的データ］
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図 1 給餌方法別養殖試験における試験終了時の体重組成．全重量は鰓と内蔵
部分を含む各測定魚の重量を示し（ n=183 ～ 199），製品重量は鰓と内蔵を除去
した重量を示す（ n=20）．箱ひげは，中央値と四分位数および四分位数範囲（極
値）における最大値と最小値，外れ値を示す．箱ひげ上の異なる文字は，統計
的有意差が認められた試験区の組合せを示す．

表 1 各試験区の養殖特性値．

表 2 給餌方法別配合飼料使用率の比較．数値は，各飼育期間における収容魚体重 1kg
あたりの給餌量（ g）と手撒き毎日区の給餌量を 100 とした場合の相対値（%）を示す．


